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大企業

中小企業 中小企業団体
中小企業者の経営の向上及び改善に

取 り組み、市の施策に協力するよう
努めます。

商店会への加入や、商店会が行う事
業に協力するよう努めます。

商店街 市民

がんばる中小企業を応援する条例です。

得

沖縄市では、市内事業所の大多数を占める中小企業を取り巻く経済的社会的環1境の変化を踏まえ、地

元中小企業に対する振興策の充実日強化等をめざし、平成 23年 12月 に「沖縄市中小企業振興基本条例」

を制定しました。今後はこの条例に基づき、中小企業振興のための施策を行つてまいります。

中小企業の振興に関する施策の策定
や中小企業者の受注機会の増大等に

努めます。

中小企業とともに、地域経済の振興
に努めます。

経営基盤の強化や地域社会との調和

等に努めます。

中小企業の振興について理解し、健
全な発展に協力するよう努めます。
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地上或の雇用や経済を支える中小企業の振興に関する基本事項を定め、関係者が協l動 して中小企業の振興を図り、

地域活性化に取り組むことを目的とした条例です。

1。 中小企業の振興の目的や基本方針、基本的施策が明確になることで、まちづくりの計画や施策に反映し、

中小企業に対してこれまで以上に効果的な支援を行います。

2.市の責務、中小企業者等の役害」、市民の理解と協力を明確にすることで、地頭が一体となつて中小企業の

振興・発展に取り組むことが期待できます。

3.本条例に盛り込まれている「意見の反映等」により、継続的に中小企業者との意見交換会を行い、中小企

業者の方ノマの声 (ご意見・ 要望など)を間くことで、効果的な施策 (事業)への反]央が期待できます。
本市の事業所の 99%は中小企業であり、経済活動の全般にわたって重要な役害」を果たしているだけでなく、労

l動者の個人所得、消費活動、雇用問題など、市民生活全般に多大な影響を与えています。近年の経済のグローバル

イしや人□減少社会の到来など、中小企業を取り巻く環境は一層厳しくなつており、このような経済的社会的環境変

化のなか、沖縄市経済の発展と市民生活を向上していくためには、これまで以上に中小企業の振興施策を推進する

ことが求められています。中小企業の振興が市の発展に欠かせないということを、企業はもちろん、行政や市民も

共有し、それぞれがその役割を栗たしていくことが重要です。

市税の増収、就業者の所得が増え、
新たな雇用が生まれます。

‐   長
＼

中JⅢ全寒振興こ地:城活性fヒΩ

好循環を実現

市税の増収は福祉や教育など、市民
サービスの向上につながります。

まちの魅力が向上することで、人口が
増え、新しい産業活動が起こります。

正

キ
さらなる中小企業の発展が期待
されます。

||

1.行政、中小企業者等、市民それぞれの役害」などを明確化 しました。

2.「人材の育成」「商店街の振興」「観光サービスの発展」「地域資源の利活用」といつた、沖縄市の地上或特性を

考慮 した施策を盛り込んでいます。

3.市産品の利活用や中小企業団体への加入などの相互連携・協力を中小企業者等の役害」の一つに定めました。

4.市は、中小企業の実態を把握し、意見を施策に反映するよう努めます。

人口の増加

産業の創出

魅力あふれる

元気なまち
中小企業の発展

雇用の創出
所得の向上

条例制定の必要性

前文 (市の変遷や制定理由など)

1条 目的
・中小企業の振興を図り、地頭社会の発

展に寄与する

2条 定義
・各用語の定義

11条 中」ヽ企業振興施策の′ム`表

P'CAサ イクfとの実施てli経営環境の変化に対応した施策を実施する。

3条 基本方針
。中小企業者の努力を尊重
。地域特性に適した施策を協働で推進

9条 中小企業団体の役割
。中小企業の経営の向上
。市の施策への協力

7条 商店街で事業を営む
者の役割

・商店会への加入
。廠分の負担による協力等

6条 中小企業者の役割
。経営基盤の強化

・ 人材の育成
・ 市産品の利活用等

8条 大企業者の役割
・中小企業振興への理解
。地頭経済振興へ努める
。市産品の利活用等

中小企業者等

5条 市の資務
・基本的施策の推進
・市内中 l」 企ヽ業者の受

注機会確保等

12条 意見の反映等
・中小企業振興に関する施策に中小企業者その他

の関係者の意見を反映させるため、当該施策に
関する情報及び意見の交換の促進を図る。

10条
市民の理解と協カ
・ 中小企業振興ヘ

の理解

を実施

)を

施策(事業)の実施状況等

市、中小企業警i

4条 基本的施策
①中小企業者の経営の革新・倉」業の促進
②中小企業者の経営基盤の強化
③中小企業者の資金供給の円滑化
④中小企業者の人材の育成
⑤商店街の振興
⑥観光サービスの発展
⑦地域資源の利活用

地域の実態を把握して

施策 (事業)に反映

(PIan・ 言十匹F)
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条例の基本構成

条例の特色



沖縄市中小企業振興基本条例
(平成 23年 12月 21日 条例第 17号 )

わたしたちのまちは、沖縄戦による灰峰のなかから立ちあがり、

戦後は広大な基地の影響を受けながら、産業の集積とともに市街地

が拡大し、中部圏域最大の商業都市として発展 してきた。また、一

方においては、伝統文化と異文化の融合による国際色豊かな独自の

文化とまちを創出してきた。

そのような歴史や文化を背景に、市内事業所の大多数を占める中

小企業は、新たな産業を産み出し、就業の機会を増大させ、市民の

所得の向上、消費活動の活発化をもたらすなど、地域経済成長の原

動力として、本市の発展に大きく貢献 してきた。

将来にわたって、本市の持続的な発展を確固たるものにするため

には、中小企業が果たす役割と重要性を再認識 し、中小企業が発展

する環境を整え、さらなる地域経済の活性化を実現する必要がある。

そのことにより、雇用の場の確保や市税の増収等が図られ、福祉

や教育などの市民サービスが向上する住みよいまちへの好循環が生

み出される。

中小企業の振興は単に地域経済の成長にとどまるものではなく、

豊かな市民生活を実現する基盤となるものであるという認識を関係

者が共有するとともに、協働により中小企業の振興を図るため、こ

の条例を制定する。

(目 的)

第 1条 この条例は、本市における中小企業の重要性に鑑み、中小

企業の振興に関する基本となる事項を定め、市の責務及び中小企

業者等の役割を明らかにし、市民の理解と協力を得ながら、中小

企業の振興を図り、もつて地域社会の発展に寄与ずることを目的

とする。

(定義)

第 2条  この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。

(1)中 小企業者 中小企業支援法 (昭和 38年法律第 147号 )第
2条第 1項第 1号から第 3号までのいずれかに該当する者であ

つて、市内に事務所又は事業所を有するものをいう。

(2)中 小企業団体 中小企業団体の組織に関する法律 (昭和 32

年法律第 185号 )第 3条第 1項各号に掲げるもの、商工会議所、

商店街振興組合及び商店街振興組合連合会並びにこれらに準ず

る団体で市長が特に認めるもののうち、市内に事務所又は事業

所を有するものをいう。

(3)大企業者 中小企業者以外の会社及び事業を営む個人であ

つて、市内に事務所又は事業所を有ずるものをいう。

(4)商店街 小売業、飲食業及びサービス業を営む店舗が集積 し

ている地域をいう。

(5)商店会 商店街にあって、主として小売業又はサービス業を

営む者で構成され、これらの事業者の事業の健全な発展及び商

店街の振興に寄与することを目的として組織された団体をい

う。

(基本方針)

第 3条  中小企業の振興は、中小食業者の自らの創意工夫及び自主

的な努力を尊重 しつつ、国、県その他の関係機関との連携を図り、

協力を得ながら、市の地域特性に適 した施策を、市、中小企業者、

中小企業団体、大企業者及び市民が協働 して推進することを基本

とずる。

(基本的施策)

第 4条 前条の基本方針に基づく基本的施策は、次のとおりとする。

(1)中 小企業者の経営の革新及び創業の促進を図ること。

(2)中 小企業者の経営基盤の強化を図ること。

(3)中 小企業者の資金調達の円滑化を図ること。

(4)中 小企業者の人材の育成を図ること。

(5)商店街の振興を図ること。

(6)観光サービスの発展を図ること。

(7)地域資源の利活用による産業の発展及び創出を図ること。

(市の責務)

第 5条 市は、前条の基本的施策を実施するに当たつては、市民の

理解と協力を得ながら、国、県その他の関係機関との連携及び協

力を図り、社会経済情勢の変化に対応した中小企業の振興に関す

る施策の策定その他の適切な措置を講ずるよう努めなければな

らない。

2 市は、工事の発注、物品及び役務の調達等に当たっては、予算

の適正な執行に留意 しつつ、中小企業者の受注機会の増大に努め

なければならない。

(中 小企業者の役割)

第 6条 中小企業者は、事業活動を行うに当たつては、経営基盤の

強化、人材の育成、雇用の安定及び従業員の福利厚生の充実に自

主的に取り組むよう努めるものとする。

2 中小企業者は、地域社会を構成する一員としての社会的責任を

自覚 し、地域社会との調和を図り、暮らしやすい地域社会の実現

に貢献するよう努めるものとする。

3 中小企業者は、地域経済の振興を図るため、市産品の利活用及

び中小企業団体への加入に努めるものとする。

(商店街で事業を営む者の役割)

第 7条 商店街で事業を営む者は、商店街の振興を図るため、商店

会への加入に努めるものとする。

2 商店街で事業を営む者は、商店会が商店街の振興に関する事業

を実施するときは、応分の負担をすることにより、当該事業に協

力するよう努めるものとする。

(大企業者の役割)

第 8条 大企業者は、中小企業がともに地域社会の発展に欠くこと

ができない重要な役割を果たすことを認識 し、地域経済の振興に

努めるものとする。

2 大企業者は、地域経済の振興を図るため、市産品の利活用及び

中小企業団体への加入に努めるものとする。

(中 小企業団体の役割)

第 9条 中小企業団体は、中小企業者の経営の向上及び改善に積極

的に取 り組むとともに、市が行う中小企業の振興に関する施策の

実施について協力するよう努めるものとする。

(市民の理解と協力)

第 10条  市民は、中小企業の振興が市民生活の向上及び地域経済

の活性化に寄与することを理解 し、その健全な発展に協力するよ

う努めるものとする。

(中 小企業の振興に関する施策の公表)

第 11条  市長は、毎年、主たる中小企業の振興に関する施策の実

施状況を公表するものとする。

(意見の反映等)

第 12条  市長は、中小企業の振興に関する施策の策定に当たって

は、当該施策に中小企業者その他の関係者の意見を反映させるた

め、中小企業者その他の関係者に対し、当該施策に関ずる情報及

び意見の交換の促進を図るための措置を講 じなければならない。

(委任)

第 13条  この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必

要な事項は、市長が別に定める。

附 則
この条例は、公布の日から施行する。

お問合せ :沖縄市役所 経済文化部経済企画室 商工振興課 〒904‐ 8501沖縄市仲宗根町 26番 1号

TEL:(098)929-3300 FAX:(098)987‐ 0342 ⅢIail:syoukoua51@city.okinawa.okinawa.jp


